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地域を面で支える



◆継続的な医療を要する者に対するかかりつけ医機能の有無・内容

日常的な診療
17の診療領域ごとの一次診療
の対応可能の有無、いずれか
の診療領域について一次診療
を行うことができること

(1)時間外診療、
(2)入退院支援、
(3)在宅医療、
(4)介護等との連携、
(5)その他
厚生労働省令で定める機能

かかりつけ医機能報告

1号機能 2号機能

＋

地域医療の可視化と面連携強化

かかりつけ医機能報告制度に係る第５回自治体向け説明会 資料を基に作成

1号機能を有する医療機関は2号機能の報告を行う



1号機能

2号機能



地域

地域

休日・夜間に対応
できる医療機関
が少ない・・・・・

地域医療支援病院

在宅療養支援病院

かかりつけ医

かかりつけ医

かかりつけ医





2040年までに全国で診療所医師数減少



訪問診療の圧倒的
多数が85歳以上



全日病ニュース2023年1月1日号



「在宅療養支援病院」が「かかりつけ医」をバックアップ

日医かかりつけ医機能研修制度 令和7年度応用研修会 「事例検討～在宅医療における連携／認知症を含むマルチモビディティへの取組～」 織田正道、近藤敬太
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すべての在宅療養支援病院（在支病）の基準
① 24時間連絡を受ける体制の確保
② 24時間の往診体制
③ 24時間の訪問看護体制
④ 緊急時の入院体制
⑤ 連携する医療機関等への情報提供 
⑥ 年に１回、看取り数等を報告している
⑦ 適切な意思決定支援に係る指針の作成
⑧ 訪問栄養食事指導を行うことが可能な体制の整備
⑨ 介護保険施設から求められた場合、協力医療機関として定められることが望ま

しい基準

日医かかりつけ医機能研修制度 令和7年度応用研修会 「事例検討～在宅医療における連携／認知症を含むマルチモビディティへの取組～」 織田正道、近藤敬太
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機能強化型在支病の基準
⑦ 在宅医療を担当する常勤の医師連携内で３人以上
⑧ 次のうちいずれか１つ
・過去１年間の緊急往診の実績10件以上
・在支診等からの要請により患者の受入を行う病床を常に確保していること及び
在支診等からの要請により患者の緊急受入を行った実績が直近１年間で31件以上

・地域包括ケア病棟入院料・入院医療管理料１又は３を届け出ている
⑨ 過去１年間の看取りの実績又は超・準超重症児の医学管理の実績いずれか４件以上
➉ 地域において24時間体制での在宅医療の提供に係る積極的役割を担うことが望ま
しい

日医かかりつけ医機能研修制度 令和7年度応用研修会 「事例検討～在宅医療における連携／認知症を含むマルチモビディティへの取組～」 織田正道、近藤敬太
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2,000病院
超える



■背景
在宅医療では｢かかりつけ医｣が単独で24時間対応するには限界がある。
複数の医師・機関による柔軟な分担と連携が不可欠。
■在支病の役割
地域の｢かかりつけ医｣と連携し、支援的役割を担う。
夜間・休日などのバックアップ、急変時対応、｢かかりつけ医｣不在時
の代替診療の受け皿となる。
■実践事例
平時｢かかりつけ医｣が在宅患者を診療、入院必要時に在支病へ相談 、
受入体制整える。医師同士の信頼関係・事前情報共有が前提。
■効果
｢連携｣により24時間体制の負担軽減、患者にとっても安心な診療体制。

日医かかりつけ医機能研修制度 令和7年度応用研修会 「事例検討～在宅医療における連携／認知症を含むマルチモビディティへの取組～」 織田正道、近藤敬太
９
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在宅療養支援病院

かかりつけ医と連携し在宅医療において積極的役割を担う

７



在宅療養支援病院で期待される地域医療の窓口機能

全日本病院協会総合医育成プログラムより「総合診療医とは」筑波⼤学附属病院 総合診療科 前野哲博

地域包括ケアサポートセンター

在宅医療に必要な多職種協働や連携を担う

地域包括ケアシステム

地域包括ケアシステム





ICT活用による情報共有体制を構築
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全体ミーティングでの患者状態確認。情報は視覚化され、共有もスムーズ。
（ただし、ICT活用の際は「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」を遵守）



■背景
限られた人的資源の中でICTの導入は物理的距離や時間の制約を超えた
情報連携を可能とする。
■ICT活用の主な目的
ICT活用し、診療・看護・介護情報を可視化。医療機関や介護サービス
とのリアルタイムな情報共有が可。会議の効率化・記録の自動化も可。
■具体的な活用方法
連携ネットワークの利用、定例会議のWEBカンファレンス。
■ICT導入の効果
情報のタイムラグ軽減、｢かかりつけ医｣不在時でも患者・家族の安心感
あり。
■課題と展望
情報漏洩対策と運用ルールの整備、現場スタッフへの教育・サポート体
制が必要。

日医かかりつけ医機能研修制度 令和7年度応用研修会 「事例検討～在宅医療における連携／認知症を含むマルチモビディティへの取組～」 織田正道、近藤敬太
15



■まとめ
・「かかりつけ医機能」を充実するためには、在支病は｢かかりつけ医｣

 や介護との｢連携｣こそが最大の武器。
・在支病・｢かかりつけ医｣の連携により柔軟な24時間体制を構築する。
・介護保険施設に対しては、施設支援と医療の質向上に尽力し｢協力
医療機関｣となる。

・ICT活用で効率的かつ持続可能な情報共有する。
・加算制度を活かしながら、今後の連携体制を追求する。
・多職種連携の深化が地域包括ケアの推進力となる。

日医かかりつけ医機能研修制度 令和7年度応用研修会 「事例検討～在宅医療における連携／認知症を含むマルチモビディティへの取組～」 織田正道、近藤敬太
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